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研究成果の概要（和文）：まず、シンポジウム（小規模およびマローン国連大学長や外務省関係書が参加した国際シン
ポジウム）を二回開催し、安保理改革の歴史やその停滞などを多角的に論じるなどし、専門家との議論ばかりではなく
、一般への広報活動に努めた。また、HPを立ち上げ、随時研究成果を公表した。研究成果に関しては、各分担者の担当
分野を主眼とした論文や分担執筆などを活発に行った。また、大阪大学において、大学院向けの科目をあらたに設置し
、教育にも努め、その成果の一部として、安保理における投票行動の分類別データベースも作成した。本科研の研究期
間以内に、その研究成果を書籍として世に問うつもりであったが、残念ながら間に合わなかった。

研究成果の概要（英文）：We have held 2 symposiums (the first one is small scale, but the second one is an 
international symposium that had Rector Malone of the UN University and an official from the Mini. of 
Foreign Affairs of Japan, among others, so that not only the specialists but also the general public 
would have a better understanding about the history of the UNSC reform efforts and what kinds of 
obstacles that we are facing currently. We have started also a HP for our project for PR purpose. We have 
also published many journal papers and book chapters on this subjects. We have also started a new 
graduate course on UNSC at Osaka U. and successfully complied a data base of its voting behavior 
according to classifications such as PKO related and so on.
We planed to publish a book based on this project before the end of its research period, but 
unfortunately it is taking longer than we expected and could not do it.

研究分野：国際関係論
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１． 研究開始当初の背景 
 
本研究は、挑戦的萌芽研究「投票力指数か

ら見た国連安保理の改革」（平成20－21年度）

の成果を踏まえ、数理(投票力)分析をさらに

進展させ、安保理改革論議の政治的・歴史的

側面および実効性の指標化研究も加えてよ

り重層的な分析とし、改革過程研究の位相拡

大を目指した。安保理改革は総論賛成、各論

反対で、2005 年以来遅々として進まない状況

があった。安保理改革はなぜ進まないのか、

その原因を探る過程で、数理分析だけではな

く、安保理決議に実効性があるのか、といっ

た疑問に、人道的側面・PKO 活動などの側面

からも切り込みたいと思ったからである。 

 
２． 研究の目的 

 
安保理が現在果たしている機能とその実

際的な効果を明確にすることで、安保理が今

後果たしうる、また期待しうる機能を探りだ

す。併せて安保理改革を数理的、政治的、歴

史的側面も含めて重層的に論じることで、安

保理改革への理解を深め、また安保理改革論

議に一石を投げかけだけではなく、できれば

妥協可能な新たな安保理改革案の提示、少な

くともその方向性を提示したいと考えて、本

研究を企画した。 

具体的に目指した研究成果は以下のとお

りである。 

1）安全保障理事会改革について、1960 年代

の成功例と現在の停滞例を比較・検討して、

その類似性・差異性を明示的に示し、現在の

停滞の政治的遠因・原因を浮かび上がらせ

る。  

2）冷戦終結以降の理事国の投票行動データ

を収集・分析したうえで、各改革案での理事

国の投票力を算出し、有力国の妥協可能性の

高低を推測する。  

3）同上データの決議内容を詳細に検討し、

安保理の本来の機能である「国際の平和と安

全の維持」への対応を明示的に指標化できる

尺度の作成を試みる。レトリックと実際の行

動の差異を明確にすることで、検討している

改革案の実効性を推測する。  

4）政治的背景、実効性、そして P5 を含む有

力国の投票力も勘案して妥協可能性が高い

と思われる安保理改革案の提言を目指す。 

 
３． 研究の方法 

 
2000 年以降の議論（政治）および 1960 年代

中葉の安保理拡大前後（歴史）の議論を詳細

にたどり、その相対的な比較に基づき、現在

の議論の特徴を浮き彫りにする。投票行動

(決議内容を含む)データの収集・分析で、安

保理におけるレトリックと実際の行動の「格

差」を指標化し、実効性を測る尺度の作成を

試みる。いくつかの投票力指数を算出すると

いう数理的手法を用いることで、指数的に有

力改革案を比較・検討し、より妥協可能な改

革案の提言を目指した。最終的には、こうし

た側面を総合的に勘案し、考察する。 

 
４． 研究成果 
 

研究開始当初にもキックオフの形でミ

ニ・シンポジウムを開催したが、安保理改革

の大規模な国際シンポジウムを、国連大学長、

ニューヨーク大学教授、国連安保理元政務官、

外務省国連政策課その他を招いて平成 26 年

12 月に開催した。なお、本科研の研究成果を

書籍の形で本科研の終了時までに出版する

予定であったが、残念なことに間に合わなか

った。 

本科研の大きな目標の一つである、安保理

における各理事国の投票行動のデータベース

化は、大変な労力を要したが、2015年まです

べてを網羅する形で完遂した。国連のＨＰで

も投票行動がわかることはわかるが、実に使

いづらく実用性への配慮はないので、わかり

やすい形でデータベース化できたことの意義

は極めて大きい。ただし、全面的な公開はま

だできていない。 



投票力指数を用いた数理分析では、ボルジ

ァー（シャプレー・シュービック）指数及び

バンザフ指数を活用して、いろいろな改革案

における投票力を算出した。いずれの改革案

も一長一短で、しかも二律背反的な側面を持

つことも否定できない。安保理のどの側面（例

えば、代表性や効率性など）を重視するかで

意見は異なると容易に推測できる。なお、安

保理決議の90％以上がコンセンサスなので、

冷戦後全てを網羅してもコンセンサス以外の

絶対的な母数が足らなかったので、簡単な二

次元（直線）分析を行った。その代り、安保

理だけではなく総会での投票行動も加味した

形で分析を行った。 

投票行動・決議内容の調査に関しては、

1960 年代及び 1990 年代の安保理改革につい

て、全般的及び分野別に、歴史的及び地政学

的文脈からの分析を進めた結果、安保理改革

の各提案の類似性・差異性を明らかにするこ

とに成功した。1960 年代における加盟国の飛

躍的な増加に伴う非常任理事国だけの増加

と、現在のように常任理事国の増加や準常任

理事国枠の新設の可能性がある状況では、改

革が質的に異なると言わざるを得ない。また、

冷戦の崩壊だけではなく、中国の軍事・経済

的台頭に代表されるように、かつては低開発

国と言われたアジア・アフリカ・ラテンアメ

リカの多くの国が経済的な勃興も一因と推

測可能である。 

上記したデータベース化のもう一つの目的

は、安保理対応評価システムの構築であるが、

時系列で詳しい評価ができるように、「全体

的対応のレベル」をいくつかの事例に適応可

能となるように改善するとともに、データベ

ース項目・パラメーター設定を行い、その上

で決議が定めるさまざまな決定事項を種類別

で検索できるデータベースを作成した。 
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